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  一方、中国では 1978 年の｢改革・開放｣政策7をきっかけに工業化の道が開
                                                             
1 経済産業省（2015）｢製造基盤白書｣2015年版 http://www.meti.go.jp/report/whitepaper/mono/2015/h




すると 1992年の 1596万人のピークから 2002年の 1222万人に 374万を減少し、2002年の 1202万人か
ら 2016年に 1045万に 157万人の減少傾向を明らかにされた。http://www.stat.go.jp/data/roudou/longt
ime/03roudou.htm（最終閲覧日：2017年 5月 16日） 
4 千野珠衣（2011）｢製造業誘致の地方雇用創出に対する有効性は低下したのか｣『みずほ総研論集』2011
年(2) (通号 30) 2011.6,pp.1-41 
5 総務省統計局｢労働力調査長期時系列データ｣に基づく 
6 首相官邸｢まち・ひと・しごと創生の『長期ビジョン』と『総合戦略』の全体像｣http://www.kantei.g
o.jp/jp/headline/chihou_sousei/#c015（最終閲覧日：2017年 5月 6日） 
7 中国共産党ニュース｢胡錦涛が共産党の十三届三中全会を開く 30周年の記念大会でのスピーチ｣http://





















                                                             
8 中機産城企画設計研究院｢中国の製造業の規模は世界ランキング１位であり、GDPを占める製造業の割
合は 35％に近い｣http://www.reportway.org/hangyexinwen/2103201714764.html（最終閲覧日：2017
年 5月 6日） 
9 ペティー＝クラーク法則とは、ある一国の経済が発展すると、それに伴い国民経済の中心の産業が第
一次産業から第二次産業、第二次産業から、第三次産業へと変遷することである。（「瞬時にわかる経
済学」http://wakarueconomics.com/%e7%b5%8c%e6%b8%88/post-34（最終閲覧日：2017年 6月 9日）） 
10 ｢製造業の大国｣とは、2013年に中国の製造業の生産総額が世界の製造業の生産総額の 20.8％を占め
た。連続４年、世界ランキング１位になった。500あまりの種類の主要な工業製品の中で 220種類の工
業製品の出荷額が世界ランキング１位になった。（新華網 ｢工信部解読中国製造 2025、その 2：中国は
もう世界製造業ランキング１位の大国になった http://news.xinhuanet.com/fortune/2015-05/19/c_1278
18497.htm（最終閲覧日：2017年 5月 16日）） 
 ｢製造業の強国｣とは、高い付加価値を生み出す高度化の産業構造になることである。中国は 2014 年に
製造業の労働生産性が、米国の 1/10、日本の 1/7 となっており、中国では、海外からの部品を輸入し、
国内で組み立ててから輸出する加工貿易が多く、組立により生み出した付加価値のウェイトが依然小さ
い。（日本政策投資銀行｢『製造大国』から『製造強国』への転換を目指す中国｣http://www.dbj.jp/ja/to
pics/report/2016/files/0000022419_file2.pdf（最終閲覧日：2017年 6月 5日）） 
 2015年 3月に、中国では新たな産業振興の基本方針｢中国製造 2025｣を公表した。これまでの単純なも
のづくりを行う｢製造業大国｣から、産業の高度化により、2025年までに｢製造業強国｣へ転換を測ること
を目指している。（経済産業省｢製造基盤白書｣2015年版 http://www.meti.go.jp/report/whitepaper/mon















第 1章 研究背景と問題意識 





2008 年以降のポスト・リーマンショック期において、2013 年-2016 年の期間
で、従業者数がやや増加していたが、1992年から 2016年にかけて約 530万人
が減少した。全産業に占める産業別の従業者数の割合から見ると、製造業の従
業者数が増えた 80 年代においても製造業の割合が減り続け、1973 年 27.4％か
ら 2016年の 16.16％になった12。一方で、医療・福祉を代表とするサービス産
業の従業者数の割合が高くなり、産業構造のサービス化が進んでいる（図 2）。 








年 5月 16日））に基づき筆者作成 
注：2002年産業分類改訂のため、2002前は第 10回改訂日本産業標準分類で 2002以降は第 12回改訂日本産業標準分類を用
いる 
  
出所：厚生労働省｢平成 25年版 労働経済の分析 －構造変化の中での雇用・人材と働き方－｣本文掲載図表（一覧／バック
データ）（http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/roudou/13/13-1_backdata.html（最終閲覧：2017年 5月 16日））に基づき、
筆者作成 






















































































































































1950 55 60 65 70 75 80 85 90 95 2000 5 10 12
図2：産業別従業者数割合推移 
農林漁業 鉱業、建設業 製造業 
運輸・通信業 情報通信業 運輸業，郵便業 
金融・保険業、不動産業 卸売・小売業（飲食店） 宿泊業，飲食サービス業 
学術研究，専門･技術サービス業 生活関連サービス業，娯楽業 教育，学習支援業 


























出所：労働政策研究・研修機構（2012）｢地方自治体における雇用創出への取り組みと課題｣JILPT 調査シリーズ No.101、p.21 






















第 3節 問題意識と仮説 
























 千野（2011）は、工場立地による雇用創出効果には、大きく 2段階で 3つの
経路があると提唱した。第１段階は、工場立地当時の一時的な雇用で、工場の





  第 3に、製造業内における、付加価値の高い業種への構造転換により、雇用
創出力が低くなっている。 
                                                             
14 厚生労働省｢改正労働者派遣法の概要｣http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/kaisei/dl/ha


































上昇したが 00 年代と 10 年代において減少する傾向が見られる。その反対に、
                                                             
15 ナビゲート｢ビジネス基本用語集｣http://www.navigate-inc.co.jp/term/term-sa.html（最終閲覧日：










































































































































                                                             
18 千野（2011）は、1980、1990、2000、2008年のデータを用い、作成した。筆者はそれを参考にして、
2010年のデータを加えて、2010年の産業連関表の雇用所得誘発係数を基準に更新した。 
19 内閣府｢平成 25年度 年次経済財政報告｣http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je13/h02_02.html（最終閲
覧日：2017年 5月 20日） 
20 経済産業省｢通商白書 2012｣ http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2012/2012honbun/index.html


















3120000.html(最終閲覧日：2017年 5月 20日)）に基づき、筆者作成 


































































































































平成 24 年末までに実施する｣と明記した。2011 年に、労働政策研究・研修機
構は、雇用保険事業所数頻数ファイルのデータより、集計し雇用創出・消失指
標の推計を行った22。試算は、平成 17 年から 20 年までの事務所票を用いて平







                                                             
21 総務省「公的な統計の整備に関する基本的な計画」
http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/12.htm（最終閲覧日：2017年 5月 20日） 
22 労働政策研究・研修機構（2011）｢雇用創出指標・雇用消失指標｣JILPT資料シリーズ No.95 2011年
10月 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
事業所廃止 -1.7 -2.0 -1.7 -1.5 -2.1 -1.6 -1.4 -1.4 -1.3 -1.1 -1.2
存続事業所消失 -4.6 -3.5 -4.3 -6.5 -8.4 -4.9 -4.9 -4.8 -4.7 -6.7 -3.5
事業所新設 1.6 2.1 1.6 1.2 1.5 1.3 1.1 1.1 1 1.1 1
存続事業所創出 3.2 3.3 3.5 3.4 2.7 2.9 2.7 2.5 2.6 2.7 2.6













存続事業所創出 事業所新設 存続事業所消失 事業所廃止 雇用純増 
 13 

























 表 1：2005-2008年製造業業種別の雇用創出・消失指標 
 
出所：労働政策研究・研修機構｢雇用創出指標・消失指標｣を基づき、筆者作成 





























































































































2005年 存続事務所創出 2005年 事務所新設 2005年 存続事務所消失 









第 4節 先行研究  













                                                             
23 太田聡一・大日康史（1996）｢日本における地域間労働移動と賃金カ-ブ｣『日本経済研究 』日本経済
研究センタ-(32), pp.111-132, 1996-07 
24 勇上和史（2005）｢都道府県データを用いた地域労働市場の分析ー失業・無業の地域間格差に関する
考査｣ 労働政策研究・研修機構、47(6)、pp.4-16 
25 周燕飛・大竹文雄（2006） ｢都市雇用圏からみた失業率の地域的構造｣『応用地域学研究』 (11), 1-12, 
2006、pp.1-12 
26 渡久地朝明（1994）｢行政投資と観光収入の雇用効果についての一試論 : 沖縄県のケーススタディ｣
『沖縄国際大学産業総合研究』 1(1)、 pp.3-11 
27 古川章好（2007）｢地方財政と人口・雇用の変化｣『Chukyo University Instituteof Economics 
Discussion Paper Series』 No.0702 
28 海上泰生（2016）｢地方圏に立地する中小企業の地域雇用への高い役割意識と積極的な貢献−『地域の
雇用を支える中小企業』について検証する 定量・定性両面からのアプローチ−｣『日本政策金融公庫論集』
























第 2章 製造業の雇用効果に関する実証分析 
第 1節 データの説明 
 本稿における使用されたデータは、1979-2014年の都道府県のパネル・デー
                                                             
29 清田耕造（2014）｢直接投資は産業の空洞化をもたらすか : 1990年代以降の実証研究のサーベイ｣『横




























                                                             
31 経済産業省｢工業統計調査｣http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/（最終閲覧日：2017年 6月 7
日） 








stat/di/di.html（最終閲覧日：2017年 5月 3日））に基づき、筆者作成。 
  この分析で製造業の事務所数の増減が中長期の影響を検証するため、時間的
先行の説明変数を 1 年、3 年、5 年、7 年、10 年のラグをつけて分析する。そ
れゆえ、2002年からリーマンショックを含め、2014年にかけて 12 年の長い期
間を d3 年代として取り上げた。d3 年代（2002-2014 年）を基準年代とし、d1
































































































































































































































setu/index-hw.html（最終閲覧日：2017年 6月 3日）） 
37 ｢工業統計調査｣｢用語の解説｣http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/result-4.html#menu05（最







38 総務省統計局統計トピックス No.73｢経済センサスと経営指標を用いた産業間 比較－平成 24年経済
センサス‐活動調査の分析事例①〔経理項目〕｣http://www.stat.go.jp/data/e-census/topics/topi731.htm























                                                             
39 ある年には｢従業員 10人以上｣、また｢従業員 20人以上｣の統計基準を変化した場合があるが、事務所
数も｢10人～299人｣、また｢20人～299人｣と同じ統計基準になったので、統計基準の変化の影響を無視
できる。 
40 平成 6 年以前のデータは大臣官房地域政策室｢行政投資実績｣であり、平成 6年以降のデータは総務省
自治行政局地域振興室｢行政投資実績｣である。https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL02100104.do?gai
d=GL02100102&tocd=00200201（最終閲覧日：2017年 5月 10日） 
41 総務省｢平成 26年度行政投資実績｣概要 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei09_02
000052.html（最終閲覧日：2017年 5月 10日） 
42 内 閣 府 政 策 統 括 官 室（経済財政分析担当）｢地域の経済 2005－高付加価値化を模索する地域















































































































年、3 年、5 年、7 年、10 年のラグを取って 5 つのモデルを立て、製造業の事
務所の増減が 1 年間、3 年間、5 年間、7 年間、10 年間の製造業の従業者数の









llit dN  は都道府県 i におけるｔ年の製造業全部
事務所数の伸び率と d1 年代（1979-1991 年）ダミーの交差項、ｔ年の製造業














L dN  は、都道府県 i におけるｔ
































 は 1979年から 2014年に
かけて年ダミーの合計であり、 r は各年ダミーの係数である； は定数項； i
は都道府県の固定効果； itu は残差である。  
第 3節 推定結果と結果分析 
第 1項 基本統計量 
 基本統計量は以下の通りである。まず、各変数が伸び率を計算された前の基
本統計量を確認する。表 3で示されるように、平均値、標準偏差、最小値、最
大値を見ると 47 都道府県の製造業の従業者数の平均は 20 万 2704 人で、事務























                                                             
45 米田雅子（2010）｢建設業と地域再生ー『複業化』のすすめ｣『北陸の視座』vol.23.2010 年 3月























3 年、5 年、7 年、10 年ラグを取ったそれぞれのモデルの説明変数の相関を確
認しても、多重共線性の問題がないと考えられる（付録 2で掲載する）。 
第 3項 固定効果のパネル・データ分析 
  パネル・データによる固定効果分析の結果を表 7 で示す（年ダミーと標準
誤差付きの表は付録 3で掲載される）。 




ではない。なお、d3 年代を基準にして d1 と d2 年代において全部事務所、或
いは、大企業事務所の伸び率の影響がモデルの係数に基づき、有意ではない説
明変数の係数を 0 として、d1、d2年代の交差項と d3年代の係数をそれぞれで
足し上げると表 8 のように、調整した。 
 表 8の結果を纏めると、製造業の全事務所の係数が d1年代（1979-1991年）



































T=1 T=3 T=5 T=7 T=10 
T年前製造業全部事業所
数の伸び率 
-0.0791** -0.0599*** -0.0664*** -0.0485*** -0.177** 
T年前製造業大企業事業
所数の伸び率 
















-0.0130 0.00481 0.000940 0.00157 -0.0308** 
T年前の人口の伸び率 1.187*** 1.030*** 0.901*** 0.820*** 0.734*** 
T年前の一人あたりの現
金給与の伸び率 
0.200*** 0.0643*** 0.0500*** 0.0409*** 0.0184* 
T年前の一人あたりの付
加価値の伸び率 
0.00505 -0.00237 -0.00900** -0.00739** -0.00297 
T年前の事務所あたりの
固定資産の伸び率 
0.0157*** 0.00350 0.00119 -0.000548 0.000711 
T年前の人口一人あたり
の産業基盤投資 
-0.00152 -0.00590*** -0.00225 -0.000567 -0.000271 
 28 
出所：筆者作成 
注：*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
表 8：表 7の回帰分析の結果から計算された各影響要因の係数 
変数 







































0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0326 




















第 3章 製造業業種別の固定効果モデル分析 




































を除く） 16 パルプ・紙・木製品 パルプ・紙・木製品  
13 家具・装備品製造業 
                                                             
46 経済産業省｢工業統計調査｣http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/（最終閲覧日：2017年 6月 7
日） 
47 総務省統計局｢平成 23年（2011）産業連関表（確報）｣部門分類コード表 http://www.e-stat.go.jp/SG
1/estat/List.do?bid=000001060671&cycode=0（最終閲覧日：2017年 5月 1日） 
48 経済産業省｢工業統計調査｣｢産業分類の変遷一覧｣http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/result-












16 化学工業 20 化学製品         化学製品         2008年、一部の化学製品が繊維製品へ移行 
17 石油製品・石炭製品製造業 21 石油・石炭製品    石油・石炭製品    
18 
プラスチック製品製造業













21 窯業・土石製品製造業 25 窯業・土石製品   窯業・土石製品   
2008年、一部の窯業・土石製品が繊維製品へ
移行 
22 鉄鋼業 26 鉄鋼         鉄鋼         
23 非鉄金属製造業 27 非鉄金属       非鉄金属       
24 金属製品製造業 28 金属製品       金属製品       







26 生産用機械器具製造業 30 生産用機械 








品、情報・通信機器へ 29 電気機械器具製造業 33 電気機械       
30 情報通信機械器具製造業 34 情報・通信機器 
31 輸送用機械器具製造業 35 輸送機械        輸送機械        




















































































































 は 1979年から 2014年にか
けて年ダミーの合計であり、 r はそれぞれの年ダミーの係数である； は定数
項； i は都道府県の固定効果； itu は残差である。  
第 3節 推定結果と結果分析 
















第 2項 説明変数の相関関係 
 本章で用いられた業種別の１年ラグモデルの説明変数の相関関係を表 12 で


















第 3項 業種別の固定効果モデル分析 
 業種別のパネル・データの固定効果モデルによる分析結果が表 13 のように







が、3 年、5 年、7 年、10 年もプラス有意と示される。化学製品は、3 年ラグ
モデルだけ、マイナス有意であり、窯業・土石製品は、3年と 5年ラグでマイ
ナス有意である。プラス有意と示される繊維製品と石油・石炭製品を比べれば、








第 4章 結果のまとめと政策含意 






が参考にできる。利用可能な雇用創出・消失指標は 2005-2015 年の 10 年期間


















                                                             
49 首相官邸｢まち・ひと・しごと創生の『長期ビジョン』と『総合戦略』の全体像｣http://www.kantei.go.j
p/jp/headline/chihou_sousei/#c015（最終閲覧日：2017年 5月 6日） 
50 経済産業省｢地方創生のためのしごとづくり支援策｣http://www.meti.go.jp/publication/downloadfiles/chih





























                                                             
51 本稿では、１年、3年、5年、7年、10年のラグのモデルを立てたため、3 年ラグモデルで有意と示さ































































55 総務省統計局｢統計トピックス No.53｣ ｢従業上の地位別にみる我が国の従業者の状況－「平成 21年経
済センサス-基礎調査」の結果から｣ http://www.stat.go.jp/data/e-census/topics/topi53_1.htm（閲覧
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表 24：業種別の 3 年ラグモデルの基本統計量 
 
表 25：業種別の 5 年ラグモデルの基本統計量 
 
表 26：業種別の 7 年ラグモデルの基本統計量 
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表 28：製造業業種別の 3年モデルの説明変数の相関関係 
 
 














表 31：製造業業種別の 10年モデルの説明変数の相関関係 
 
 
付録 6： 
表 32：製造業業種別固定効果モデルの分析結果（年ダミーと標準誤差付き） 
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